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証券コード 7520
2020年5月1日

株 主 各 位
東京都昭島市中神町1160番地1

代表取締役社長 平 邦 雄
第55回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第55回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年５
月26日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 2020年５月27日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２. 場 所 東京都昭島市拝島町4017－3

フォレスト・イン昭和館 ２階 シルバンホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第55期（2019年３月１日から2020年２月29日まで）事業報告、連結計算書類ならび

に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第55期（2019年３月１日から2020年２月29日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役１３名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、会社の体制及び方針、連結株主資本等変動計算書、株主資本
等変動計算書、連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http:// www.eco-s.co.jp) に掲載しておりますので、本招集ご通知には添付
しておりません。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（アドレス http://www.eco-s.co.jp) に掲載させていただきます。

◎新型コロナウイルスをはじめとする感染症拡大防止のため、ご出席の株主の皆様には会場内にてマスク着用等をお願
いする場合がございます。また、今後の状況次第では、株主の皆様の安全を第一に考え、本総会の運営を変更する場
合がございます。変更等が生じた場合は、当社ウェブサイトに掲載致しますのでご出席の際にはご確認下さい。
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（添付書類）

事業報告 （2019年３月１日から2020年２月29日まで）

1. 企業集団の状況
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続き緩やかな回復基調をベー
スに推移いたしましたが、海外経済の不確実性、消費税率の引上げや台風などの自然災害も影響
し、依然として消費マインドは弱含みの状況で推移いたしました。
また、年度末には新型コロナウイルスの影響による新たな懸念事項が加わりました。
小売業におきましても、一部には品質重視の購買傾向も認められるものの、お客様の低価格志

向は顕著であり、企業間の価格競争が激化するなど、厳しい経営環境が依然として続きました。
このような環境の中、当社グループはこれまで通り食品スーパーマーケット事業に資源を集中

し、経営方針である社是「正しい商売」を徹底し、お客様の信頼と支持を獲得するために、安
全・安心でお買い得な商品の提供に努め、地域のお客様の食文化に貢献できる店舗づくりに取り
組んでまいりました。
店舗開発におきましては、新規に２店舗(たいらや大田原本町店、TAIRAYA久米川八坂店)を出

店し、不採算店舗２店舗を戦略的に閉鎖した結果、当連結会計年度末の当社グループの店舗数は
113店舗となりました。
店舗運営面におきましては、安全・安心、新鮮で美味しい商品の提供、地域の実勢価格を丁寧

に見極め、集客に繋がる商品を割安感のある価格にて投入、働く女性や中高年層のお客様にお応
えする簡便商品や惣菜商品の強化などに努めると共に、お買物がし易い品揃えや売場への変更な
ど、グループ全体で３店舗の改装を実施いたしました。また、ポイントカードを活用した販売促
進や週間の販売計画に連動した売場づくりを強化し、集客の拡大に努めました。
商品面におきましては、地域市場を活用した商品を積極的に導入し、美味しさと品質・価格の

両面において競争力の高い生鮮食料品を提供すると共に、グループ食品工場にて企画・製造した
独自商品の提供を拡大し、惣菜売場等の活性化に努めました。日配・加工食品などにつきまして
は、エブリディロープライス商品を投入するなど積極的な販売活動を推進いたしました。
その結果、節約志向の強まりによる家計消費下落の影響はあったものの、当連結会計年度にお

ける当社グループの営業収益は、1,265億58百万円(前期比4.5％増)となりました。また、営業
総利益につきましては、商品調達コストの見直しや在庫効率の改善等に努め、328億43百万円
（前期比2.2％増）となりました。
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利益面につきましては、営業利益42億88百万円（前期比11.1％増）、経常利益43億98百万円
（前期比9.1％増）となりました。これは主に、営業総利益が前連結会計年度比6億92百万円の増
加であったのに対して、販売費及び一般管理費が前連結会計年度に比べ2億65百万円の増加（前
期比0.9％増）にとどまったためであります。
最終利益につきましては、特別利益としてテナント退店違約金収入等2百万円が発生し、また

特別損失として減損損失等5億38百万円が発生したことにより、親会社株主に帰属する当期純利
益は24億11百万円（前期比25.0％増）となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資総額は18億23百万円であり、その内訳は次のとおりであり

ます。
内 容 金 額

店舗の新設（２店舗）及び既存店舗の改装（３店舗） 1,823百万円

（3）対処すべき課題
地域密着の食品スーパーマーケットチェーンとして、競争の激化する業界内でお客様の信頼を

高め、更なる業容の拡大と財務体質の向上を図るために、従業員の教育訓練に注力するほか、社
是である「正しい商売」に基づいて、コンプライアンスの徹底にも取り組みます。また以下の重
点施策を推進してまいります。
①商品力
お客様からの更なるご支持を獲得するべく、高鮮度・高品質の商品提供ができるように

商品作りや鮮度管理・商品管理に取り組みます。あわせて平日の販売力向上を図るべく、
毎日がお買い得で割安感のある商品の品揃えや季節毎の大型催事に連動した売場作り等に
よって、店舗の集客力及び収益力の改善に取り組んでまいります。
②サービス
気持ちの良い笑顔の接客、従業員の身だしなみ、清掃や衛生管理の徹底によって、ご来

店いただいたお客様からの信頼を高められるよう、サービス力の向上に努めてまいりま
す。
③コスト効率の改善
店舗では、日々の稼働計画によるマネジメント力の向上や教育訓練による技能向上によ

って、生産性の改善に取り組むほか、お客様のご来店に繋がる効果的な販売促進費の運用
にも努めます。
そのほか、冷凍・冷蔵設備等の省エネ機器への切替えや、店舗後方業務でのきめ細かい節電

活動等により、電力使用量の削減を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（4）主要な事業内容
食品スーパーマーケット事業

（5）財産及び損益の状況
期 別

区 分 第52期 第53期 第54期 第55期（当期）

営 業 収 益（百万円） 114,764 117,331 121,142 126,558
経 常 利 益（百万円） 3,528 3,815 4,030 4,398
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,552 2,083 1,930 2,411
1株当たり当期純利益（円） 155.37 201.85 175.14 232.51
総 資 産（百万円） 38,034 40,767 41,894 41,523
純 資 産（百万円） 10,591 12,287 13,448 14,789
（注） １株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数 （自己株式控除後）に基づき算出しております。
　 当連結会計年度より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号）を適用しており、前連結

会計年度につきましては遡及処理後の数値を記載しております。
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（6）重要な子会社の状況
①重要な子会社の状況
社 名 資 本 金 出資比率 主な事業内容

株 式 会 社 た い ら や 100百万円 100.0％ 食品スーパーマーケット事業
株 式 会 社 マ ス ダ 95百万円 100.0％ 食品スーパーマーケット事業
株 式 会 社 Ｔ Ｓ ロ ジ テ ッ ク 95百万円 100.0％ 物流事業

②事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な営業所及び工場
会 社 名 区 分 主な事業所名・所在地等

当

社
株式会社エコス

本 部 東京都昭島市中神町1160番地１
工 場 グループ食品工場（埼玉県川越市）
営業店舗
東 京 都 （16店舗） 小平店、奈良橋店、拝島店、中神店 ほか
埼 玉 県 （17店舗） 浦和栄和店、川越霞ヶ関店、上尾店 ほか
神奈川県 （３店舗） 城山店、八景島店、白楽六角橋店
千 葉 県 （６店舗） みのり台店、関宿店、市川島尻店、宝珠花店 ほか
茨 城 県 （24店舗） 城里店、境ＳＣ店、小川店、笠間店 ほか
栃 木 県 （５店舗） 二宮店、小金井店、真岡荒町店、野木店、上三川店
福 島 県 （３店舗） 棚倉店、塙店、白河東店

子
会
社

株式会社たいらや
本 部 栃木県宇都宮市平出工業団地９番23
営業店舗
栃 木 県 （26店舗） 自治医大店、川田店、大田原店、真岡店 ほか

株式会社マスダ

本 部 茨城県取手市東６丁目10番地８
営業店舗
茨 城 県 （11店舗） 茎崎店、淵頭店、新取手駅前店 ほか
千 葉 県 （２店舗） 湖北店、馬橋店

株 式 会 社
ＴＳロジテック

本 部 東京都昭島市中神町1160番地1

物流センター
所沢物流センター（埼玉県所沢市）
茨城物流センター（茨城県桜川市）
宇都宮物流センター（栃木県宇都宮市）
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（8）従 業 員 の 状 況
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

　 1,322（3,357）名 　6名増 （104名増）

（注） 従業員数は就業員数であり、パートタイマー及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

（9）主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,100百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,412百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,158百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,091百万円

（注） 1.2020年２月29日現在の借入残高が、1,000百万円以上の金融機関を記載しております。
　 2.上記借入額には下記社債(私募債)の当期末残高が含まれております。
　 株式会社みずほ銀行1,612百万円

　
（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社グループが積極的に取り組んでまいりました環境活動につきましては、食品リサイク
ルの分野において、改正食品リサイクル法の業種別目標であるリサイクル率55.0％を本事
業年度も大きく上回る見通しであります。
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2. 会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数 36,000,000株
（2）発行済株式の総数 11,648,917株（自己株式 1,342,386株を含む）
（3）株 主 数 18,222名
（4）大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 琢 磨 2,007千株 19.48％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 541千株 5.25％

平 邦 雄 526千株 5.11％

株 式 会 社 マ マ ダ 295千株 2.86％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 275千株 2.67％

平 富 郎 265千株 2.58％

エ コ ス 従 業 員 持 株 会 203千株 1.98％

平 典 子 185千株 1.80％

吉 田 知 広 152千株 1.47％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 133千株 1.29％

（注） 当社は自己株式1,342,386株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。また、持株比
率は自己株式を控除して計算しております。
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3. 新株予約権等に関する事項
　（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
株主総会決議日 2011年５月19日 2012年５月24日 2013年5月29日
新株予約権の数 　0個 　 4,330個 　 4,920個
新株予約権の目的である株式の
種類及び数 普通株式 0株 普通株式 433,000株 普通株式 492,000株

新株予約権の払込金額 １個当たり 4,100円
(１株当たり 41円)

１個当たり 5,000円
(１株当たり 50円)

1個当たり 4,200円
（1株当たり 42円）

新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

１個当たり 44,600円
(１株当たり 446円)

１個当たり 51,000円
(１株当たり 510円)

1個当たり 60,500円
（1株当たり 605円）

新株予約権の行使に際して株式
を発行する資本金及び資本準備
金に関する事項

１株当たりの金額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じるときはその端数を
切り上げた金額を資本金とし、その差額を資本準備金とする。

新株予約権の行使期間 2013 年 ６ 月 １ 日 か ら
2020 年 ５ 月 31 日 ま で

2014 年 ６ 月 １ 日 か ら
2021 年 ５ 月 31 日 ま で

2015 年 6 月 1 日 か ら
2022 年 5 月 31 日 ま で

新株予約権の行使の条件 （注1）

当社役員の保有状況

当社取締役 0名
保有数 0個
株式の数 0株

当社取締役 3名
保有数 4,330個
株式の数 433,000株

当社取締役 3名
保有数 4,920個
株式の数 492,000株

当社監査役 -
保有数 -
株式の数 -

当社監査役 -
保有数 -
株式の数 -

当社監査役 -
保有数 -
株式の数 -

株主総会決議日 2014年5月29日 2015年5月28日
新株予約権の数 　 5,260個 　 1,890個
新株予約権の目的である株式の
種類及び数 普通株式 526,000株 普通株式 189,000株

新株予約権の払込金額 1個当たり 6,800円
（1株当たり 68円）

1個当たり 15,600円
（1株当たり 156円）

新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

1個当たり 74,900円
（1株当たり 749円）

1個当たり 100,500円
（1株当たり 1,005円）

新株予約権の行使に際して株式
を発行する資本金及び資本準備
金に関する事項

１株当たりの金額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満
の端数を生じるときはその端数を切り上げた金額を資本金とし、
その差額を資本準備金とする。

新株予約権の行使期間 2016 年 7 月 1 日 か ら
2023 年 6 月 30 日 ま で

2017 年 7 月 1 日 か ら
2024 年 6 月 30 日 ま で

新株予約権の行使の条件 （注1）

当社役員の保有状況

当社取締役 7名
保有数 5,260個
株式の数 526,000株

当社取締役 8名
保有数 1,890個
株式の数 189,000株

当社監査役 -
保有数 -
株式の数 -

当社監査役 -
保有数 -
株式の数 -

　

（注）１.新株予約権の行使の条件
①行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。
②行使できる株式の数は、1,000株またはその整数倍とする。
③新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

２.社外取締役は新株予約権を保有しておりません。
　

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

（1）取締役及び監査役の氏名等
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 地 位
代表取締役会長 平 富 郎
代表取締役社長 平 邦 雄
取締役副社長 木 村 幸 治
取締役副社長 平 典 子
専 務 取 締 役 宮 崎 和 美 営業本部長兼店舗運営部長
常 務 取 締 役 村 山 陽太郎 財務経理部長
常 務 取 締 役 飯 島 朋 幸 業務部長兼経営企画部長兼開発部管掌
取 締 役 齋 藤 直 之 商品企画部長
取 締 役 上 野 潔 生鮮食品部長
取 締 役 芳 野 幸 夫 グロサリー部長
取 締 役 瀧 田 勇 介 総務部長兼人事部長
取 締 役 髙 橋 正 己
取 締 役 藤 田 昇 三
取 締 役 野 原 信 広
常 勤 監 査 役 酒 井 紘 一
監 査 役 鈴 木 茂 生
監 査 役 雨 宮 真 歩

（注）1. 取締役藤田昇三氏及び野原信広氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。取締役
藤田昇三氏及び野原信広氏は株式会社東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役
員であります。

2. 監査役鈴木茂生氏及び雨宮真歩氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。監査役
鈴木茂生氏及び雨宮真歩氏は株式会社東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役
員であります。

3. 2019年5月23日開催の第54回定時株主総会において、上野潔氏、芳野幸夫氏及び瀧田勇介氏が新た
に取締役に選任され、就任いたしました。
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（2）取締役及び監査役の兼職の状況の明細
（取締役）

氏 名 兼職する会社、法人等 兼職の内容

平 邦 雄
株 式 会 社 た い ら や
株 式 会 社 マ ス ダ
株 式 会 社 平 成
株 式 会 社 令 和

代 表 取 締 役 会 長
代 表 取 締 役 会 長
取 締 役
代 表 取 締 役 社 長

木 村 幸 治 株 式 会 社 与 野 フ ー ド セ ン タ ー 代 表 取 締 役 社 長

平 典 子 株 式 会 社 た い ら や
株 式 会 社 平 成

代 表 取 締 役 社 長
取 締 役

宮 崎 和 美 株 式 会 社 Ｔ Ｓ ロ ジ テ ッ ク
株 式 会 社 令 和

取 締 役
取 締 役

村 山 陽 太 郎
株 式 会 社 Ｔ Ｓ ロ ジ テ ッ ク
株 式 会 社 平 成
株 式 会 社 令 和

監 査 役
監 査 役
監 査 役

齋 藤 直 之 株 式 会 社 Ｔ Ｓ ロ ジ テ ッ ク
株 式 会 社 令 和

取 締 役
取 締 役

瀧 田 勇 介 株 式 会 社 Ｔ Ｓ ロ ジ テ ッ ク
株 式 会 社 令 和

代 表 取 締 役 社 長
取 締 役

髙 橋 正 己
株 式 会 社 ロ イ ヤ ル メ デ ィ カ ル ク ラ ブ
株 式 会 社 中 山 メ デ ィ カ ル ク ラ ブ
鈴 茂 器 工 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役 社 長
社 外 取 締 役

藤 田 昇 三
ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト One 株 式 会 社
文 化 シ ヤ ッ タ ー 株 式 会 社
三 機 工 業 株 式 会 社

社外取締役・監査等委員
社外取締役・監査等委員
社 外 監 査 役

野 原 信 広 株 式 会 社 タ チ バ ナ ・ イ ン ダ ス ト リ ー ズ
株 式 会 社 タ ン デ ム ・ デ ザ イ ン

代 表 取 締 役
代 表 取 締 役

　

（監査役）
氏 名 兼職する会社、法人等 兼職の内容

酒 井 紘 一 株 式 会 社 た い ら や 非 常 勤 監 査 役

鈴 木 茂 生 医 療 法 人 社 団 や し の 木 会
東 京 都 弁 護 士 協 同 組 合

監 事
副 理 事 長

雨 宮 真 歩 中 日 国 際 輸 渡 有 限 公 司
学 校 法 人 宝 塚 自 然 学 園

監 事 （監 査 役）
監 事

2020年04月15日 13時46分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

11

（3）取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 １４名 ３９１百万円

監 査 役 ３名 １３百万円

合 計 １７名 ４０４百万円

（注）1. 上記支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額120百万円を含んでおります。
2. 上記支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額38百万円を含んでおります。
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（4）社外役員に関する事項
① 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

取締役 藤 田 昇 三
当事業年度開催の取締役会には、11回中10回出席し、疑問点等を
明らかにするため適宜質問し、また、法律家としての豊富な経験と
幅広い見識を基に、議案の審議につき助言、提案を行っておりま
す。

取締役 野 原 信 広
当事業年度開催の取締役会には、11回中10回出席し、疑問点等を
明らかにするため適宜質問し、また、企業経営者としての豊富な経
験と幅広い見識を基に、議案の審議につき助言、提案を行っており
ます。

監査役 鈴 木 茂 生
当事業年度開催の取締役会には、11回中10回出席し、疑問点等を
明らかにするため適宜質問し、意見を述べております。また、当事
業年度開催の監査役会10回全てに出席し、監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

監査役 雨 宮 真 歩
当事業年度開催の取締役会には、11回中10回出席し、疑問点等を
明らかにするため適宜質問し、意見を述べております。また、当事
業年度開催の監査役会10回全てに出席し、監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

（注） 他の法人等との兼職状況は、(2)取締役及び監査役の兼職の状況の明細に記載のとおりであります。な
お、社外取締役及び社外監査役が兼職している各社と当社との間には特別な関係はございません。

② 責任限定契約の内容の概要
社外取締役２名及び社外監査役２名それぞれと当社の間で、当該取締役及び当該監査役
の会社法第423条第１項に関する責任につき、会社法第425条第１項に規定する「最低責
任限度額」を限度とする責任限定契約を締結しております。

③ 報酬等の額
区 分 支給人員 報酬等の額

社 外 役 員 の 報 酬 等 の 額 ４名 １３百万円
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5. 会計監査人の状況

（1）名 称
　アーク有限責任監査法人

（注）「明治アーク監査法人」は、2019年7月1日付けで「アーク有限責任監査法人」に名称を変更しておりま
す。

（2）報 酬 等 の 額
区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 ４２百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 ４７百万円

（注）1.監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監
査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの相当性を確認し、検討した結果、会計監査人の報
酬について同意しております。

　 2.当社は、会計監査人に対して公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）である財務に
関する調査業務についての対価を支払っております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、会社法第344条に基づき会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、
当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会の目的とするものとします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役の全員の合意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　
　
　
　
　

　

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。比率については、表示未

満の数値を四捨五入しております。
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連結計算書類
　
連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

科 目 当連結会計年度
2020年２月29日現在

（ご参考）前連結会計年度
2019年２月28日現在

資産の部
流動資産 15,907 16,404
現金及び預金 5,717 8,318
売掛金 2,544 1,200
商品及び製品 3,735 3,708
原材料及び貯蔵品 28 26
未収入金 3,291 2,659
その他 615 559
貸倒引当金 △26 △68
固定資産 25,612 25,483
有形固定資産 16,888 17,350
建物及び構築物 8,605 8,806
工具、器具及び備品 1,477 1,729
土地 6,789 6,783
建設仮勘定 4 14
その他 11 16
無形固定資産 714 389
ソフトウェア 621 235
その他 92 154

投資その他の資産 8,009 7,743
投資有価証券 892 732
敷金及び保証金 5,008 4,971
繰延税金資産 1,568 1,451
その他 697 741
貸倒引当金 △157 △153

繰延資産 3 7
社債発行費 3 7
資産合計 41,523 41,894

科 目 当連結会計年度
2020年２月29日現在

（ご参考）前連結会計年度
2019年２月28日現在

負債の部
流動負債 17,458 17,405
買掛金 7,545 6,574
短期借入金 － 1,200
一年内返済予定の長期借入金 4,438 4,898
一年内償還予定の社債 737 925
未払金 1,818 1,193
未払法人税等 983 607
賞与引当金 550 450
役員賞与引当金 169 124
ポイント引当金 144 131
その他 1,069 1,299
固定負債 9,275 11,041
社債 875 1,612
長期借入金 6,013 6,905
役員退職慰労引当金 676 628
退職給付に係る負債 778 829
資産除去債務 152 149
長期未払金 30 143
再評価に係る繰
延税金負債 43 43
その他 705 728
負債合計 26,733 28,446
純資産の部
株主資本 16,024 14,657
資本金 3,318 3,318
資本剰余金 3,591 3,591
利益剰余金 11,034 9,050
自己株式 △1,920 △1,303

その他の包括利益累計額 △1,342 △1,319
その他有価証券評価差額金 16 28
土地再評価差額金 △1,318 △1,338
退職給付に係る調整累計額 △40 △9
新株予約権 107 110
純資産合計 14,789 13,448
負債及び純資産合計 41,523 41,894

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2020年04月15日 13時46分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

15

連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

科 目
当連結会計年度

2019 年３月１日から
2020 年２月29日まで

（ご参考）前連結会計年度
2018 年３月１日から
2019 年２月28日まで

売 上 高 124,005 118,663
売 上 原 価 93,714 88,991
売 上 総 利 益 30,290 29,671

営 業 収 入 2,552 2,479
営 業 総 利 益 32,843 32,150

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 28,555 28,289
営 業 利 益 4,288 3,861

営 業 外 収 益 220 283
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 37 39
資 材 売 却 に よ る 収 入 157 220
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 0
そ の 他 23 24

営 業 外 費 用 110 114
支 払 利 息 65 69
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 22 22
そ の 他 22 22
経 常 利 益 4,398 4,030

特 別 利 益 2 58
固 定 資 産 売 却 益 － 41
テ ナ ン ト 退 店 違 約 金 収 入 2 10
受 取 補 償 金 － 7
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 －

特 別 損 失 538 999
固 定 資 産 除 却 損 77 293
固 定 資 産 売 却 損 7 12
減 損 損 失 452 693
投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 －

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,861 3,090
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,548 1,195
法 人 税 等 調 整 額 △98 △35
当 期 純 利 益 2,411 1,930
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,411 1,930

　

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類　貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

科 目 当事業年度
2020年２月29日現在

（ご参考）前事業年度
2019年２月28日現在

資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
前払費用
立替金
関係会社短期貸付金
未収入金
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
車輌運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
電話加入権

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
従業員に対する長期貸付金
関係会社長期貸付金
長期前払費用
敷金及び保証金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金
関係会社投資損失引当金

繰延資産
社債発行費

15,608
4,276
2,048
2,546
23
310
2,034
1,500
2,836
58
△26

18,499
10,525
4,992
502
11
818
4,197

2
614
597
16

7,360
860
1,213

1
14
804
420
3,185
1,120
40

△120
△182

3
3

16,168
7,035
843
2,529
22
320
2,161
1,000
2,310
14
△68

18,180
10,774
5,188
432
16
899
4,223
14
274
257
16

7,131
711
1,203

1
16
804
447
3,088
1,115
40

△115
△182

7
7

資産合計 34,112 34,356

科 目 当事業年度
2020年２月29日現在

（ご参考）前事業年度
2019年２月28日現在

負債の部
流動負債 12,723 12,614
買掛金 4,766 4,048
短期借入金 － 1,200
一年内返済予定の長期借入金 3,882 4,076
一年内償還予定の社債 737 925
未払金 1,441 866
未払費用 270 260
未払法人税等 660 395
未払消費税等 152 173
預り金 38 41
賞与引当金 356 262
役員賞与引当金 130 90
ポイント引当金 88 80
その他 200 194
固定負債 7,878 9,360
社債 875 1,612
長期借入金 5,455 6,050
退職給付引当金 252 313
役員退職慰労引当金 610 572
資産除去債務 117 115
長期預り保証金 489 504
長期未払金 30 143
再評価に係る繰延税金負債 43 43
その他 3 4
負債合計 20,602 21,974
純資産の部
株主資本 14,704 13,581
資本金 3,318 3,318
資本剰余金 3,591 3,591
資本準備金 3,591 3,591
利益剰余金 9,714 7,974
その他利益剰余金 9,714 7,974
繰越利益剰余金 9,714 7,974

自己株式 △1,920 △1,303
評価・換算差額等 △1,301 △1,310
その他有価証券評価差額金 16 28
土地再評価差額金 △1,318 △1,338
新株予約権 107 110
純資産合計 13,509 12,381
負債及び純資産合計 34,112 34,356

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（単位：百万円）

科 目
当事業年度

2019 年３月１日から
2020 年２月29日まで

（ご参考）前事業年度
2018 年３月１日から
2019 年２月28日まで

売 上 高 76,914 72,565
売 上 原 価 57,983 53,851
売 上 総 利 益 18,931 18,714

営 業 収 入 1,798 1,746
営 業 総 利 益 20,729 20,460

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,379 18,383
営 業 利 益 2,350 2,077

営 業 外 収 益 1,152 1,146
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 626 626
受 取 経 営 指 導 料 470 461
そ の 他 55 58

営 業 外 費 用 103 105
支 払 利 息 59 60
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 22 22
そ の 他 20 21
経 常 利 益 3,399 3,118

特 別 利 益 2 141
テ ナ ン ト 退 店 違 約 金 収 入 2 10
受 取 補 償 金 － 7
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 －
固 定 資 産 売 却 益 － 1
関 係 会 社 投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 － 121

特 別 損 失 230 723
固 定 資 産 売 却 損 7 11
固 定 資 産 除 却 損 37 221
減 損 損 失 184 488
投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 －
税 引 前 当 期 純 利 益 3,171 2,536
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,004 770
法 人 税 等 調 整 額 △0 △7
当 期 純 利 益 2,168 1,774

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告書
　

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年4月14日

株式会社エコス
　取締役会 御中

ア ー ク 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 浦 昭 彦 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 徳 永 剛 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エコスの2019年３月１日から2020年
２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社エコス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年4月14日
株式会社エコス
　取締役会 御中

ア ー ク 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 浦 昭 彦 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 徳 永 剛 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エコスの2019年３月１日から
2020年２月29日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2019年3月1日から2020年2月29日までの第55期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適
正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役会及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明し
ました。
③ 財務報告に係る内部統制については、取締役及び会計監査人から当該内部統制の
評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）

　 を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
　 て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

2.監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

　（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2020年４月14日

株式会社 エ コ ス 監査役会
常勤監査役 酒 井 紘 一 ㊞
社外監査役 鈴 木 茂 生 ㊞
社外監査役 雨 宮 真 歩 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付け、安定配当の継続
を基本方針としております。
第55期につきましては、当期の堅調な業績に応じた利益還元を勘案し、前期の普通配当

35円に代えて、以下のとおりといたしたいと存じます。

1. 配当財産の種類
金銭といたします。

2. 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金40円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は412,261,240円となります。

3. 剰余金の配当が効力を生じる日
2020年５月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案 定款一部変更の件
1. 提案の理由
第２条（目的）につきまして、適用される法律との整合性を図るために修正するものであ

ります。

2. 変更の内容は次のとおりであります。
（下線部は変更箇所を示します）

現 行 定 款 変 更 案
第２条（目的） 当会社は、次の事業を営むことを目
的とする。
１．～ ７.（条文省略）

８．医薬品、医薬部外品、健康食品、医療用器
具、動物用医薬品、動物用医療用具、介護福
祉法に基づく特定福祉用具及び特定介護予防
福祉用具、毒物、劇物等の販売

９．～ 25.（条文省略）

第２条（目的） 当会社は、次の事業を営むことを目
的とする。

１．～ ７.（現行どおり）

８. 医薬品、医薬部外品、健康食品、医療用器具、
動物用医薬品、動物用医療用具、介護保険法
に基づく特定福祉用具及び特定介護予防福祉
用具、毒物、劇物等の販売

９. ～ 25.（現行どおり）
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第３号議案 取締役13名選任の件
取締役全員（14名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、新たに取
締役13名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

　
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

所 有 す る
当社の株式数

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

１
たいら とみお
平 富 郎

（1939年１月22日生）
265,575株

1965 年12月 有限会社たいらや商店設立、取締役
1975 年７月 同社代表取締役社長
1984 年９月 同社を株式会社に改組し株式会社スーパーたいら

や（現株式会社エコス）設立、代表取締役社長
1999 年４月 当社代表取締役会長
2000 年５月 当社代表取締役社長
2002 年11月 当社代表取締役会長（現任）

選任理由
平富郎氏は、当社創業者であり、経営に関する高い見識を有し、その実績・能力、豊富な経験と知識を活か
すことにより、当社グループの成長と更なる企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者といたしまし
た。

２
たいら くにお
平 邦 雄

（1968年６月12日生）
526,300株

1991 年４月 株式会社ダイエー入社
1994 年10月 当社入社 取締役
1999 年５月 当社常務取締役企画室長兼開発本部副本部長
2000 年１月 当社常務取締役第一販売事業部長
2002 年11月 当社常務取締役営業本部長
2004 年５月 当社専務取締役営業本部長兼物流部管掌
2005 年５月 当社取締役副社長兼営業本部長
2006 年３月 当社代表取締役社長兼営業本部長
2010 年９月 当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社たいらや代表取締役会長
株式会社マスダ代表取締役会長
株式会社平成取締役
株式会社令和代表取締役社長

選任理由
平邦雄氏は、当社グループ全体の経営指揮を執り、企業経営および事業戦略に関する豊富な経験と知見を有
しております。当社グループの成長と更なる企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者といたしまし
た。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

所 有 す る
当社の株式数

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

３
　たいら のりこ
平 典 子

（1966年２月27日生）
185,300株

1995 年８月 当社入社
1997 年３月 当社総務部庶務担当課長
2006 年５月 当社取締役惣菜事業部長兼惣菜工場準備室長
2011 年９月 当社取締役営業本部副本部長
2012 年３月 当社常務取締役営業本部副本部長
2012 年５月 株式会社たいらや常務取締役
2013 年５月 同社専務取締役
2014 年３月 同社代表取締役社長（現任）
2014 年５月 当社取締役
2017 年６月 当社取締役副社長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社たいらや代表取締役社長
株式会社平成取締役

選任理由
平典子氏は、当社子会社代表取締役社長を務め、経営者として豊富な経験と実績を有しております。同氏の
経験や見識が当社取締役として適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

４
　 みやざき かずみ
宮 崎 和 美

（1958年４月９日生）
32,205株

1977 年４月 株式会社西友フーズ入社
1981 年４月 株式会社茨交デーリーストア入社
2001 年10月 当社入社
2005 年３月 当社商品部精肉担当マネジャー
2009 年４月 当社生鮮食品部長
2013 年５月 当社取締役生鮮食品部長
2014 年５月 当社常務取締役生鮮食品部長
2015 年２月 当社常務取締役営業本部副本部長兼生鮮食品部長
2017 年６月 当社専務取締役営業本部副本部長兼生鮮食品部長
2019 年９月 当社専務取締役営業本部長兼店舗運営部長（現

任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＴＳロジテック取締役
株式会社令和取締役

選任理由
宮崎和美氏は、営業部門において豊富な経験と実績を有しております。同氏の経験や見識が当社取締役とし
て適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

所 有 す る
当社の株式数

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

５
　むらやま ようたろう
村 山 陽太郎

（1953年11月９日生）
37,200株

1980 年５月 唐澤会計事務所入所
1988 年３月 当社入社
1993 年３月 当社財務部長
1998 年５月 当社取締役財務経理部長
2002 年11月 当社常務取締役財務経理部長
2003 年９月 当社常務取締役

財務経理部長兼システム管理部管掌
2009 年４月 当社常務取締役

財務経理部長兼開発第一部・開発第二部管掌
2013 年２月 当社常務取締役総務部長兼財務経理部長
2014 年４月 当社常務取締役財務経理部長兼総務部管掌
2014 年11月 当社常務取締役財務経理部長兼経営企画部管掌
2018 年６月 当社常務取締役

財務経理部長兼総務部管掌兼人事部管掌
2019 年５月 当社常務取締役財務経理部長
2020 年４月 当社常務取締役財務経理部長兼経営企画部長（現

任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＴＳロジテック監査役
株式会社平成監査役
株式会社令和監査役

選任理由
村山陽太郎氏は、管理部門において豊富な経験を有し、財務経理を中心に間接部門全般に精通しており、当
社取締役に相応しい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。

６
　 いいじま ともゆき
飯 島 朋 幸

（1970年３月２日生）
10,700株

1992 年４月 株式会社ダイエー入社
1995 年３月 当社入社
2009 年４月 当社管理部副部長
2012 年６月 当社業務部長
2013 年５月 当社取締役業務部長
2018 年６月 当社取締役業務部長兼経営企画部長兼開発部管掌
2019 年５月 当社常務取締役業務部長兼経営企画部長兼開発部

管掌
2020 年４月 当社常務取締役開発部管掌兼業務部長（現任）

選任理由
飯島朋幸氏は、管理部門において豊富な経験を有し、情報システム、経営企画部門を中心に間接部門全般に
精通しており、当社の取締役に相応しい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

所 有 す る
当社の株式数

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

７
　 さいとう なおゆき
齋 藤 直 之

（1956年11月27日生）
3,700株

1980 年４月 株式会社忠実屋入社
1994 年３月 株式会社ダイエー入社
2004 年４月 当社入社
2004 年８月 当社商品部和日配担当マネジャー
2008 年４月 当社店舗運営部エリアマネジャー
2009 年４月 当社店舗運営部長
2010 年３月 当社グロサリー部長
2014 年５月 当社取締役グロサリー部長
2019 年９月 当社取締役商品企画部長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＴＳロジテック取締役
株式会社令和取締役

選任理由
齋藤直之氏は、営業部門において豊富な経験と実績を有しております。同氏の経験や見識が当社取締役とし
て適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

８
　 うえの きよし
上 野 潔

（1964年１月１日生）
2,800株

1982 年３月 当社入社
2010 年９月 当社店舗運営部第５エリアマネジャー
2013 年９月 当社店舗運営部副部長
2016 年３月 当社第２店舗運営部長
2019 年５月 当社取締役第２店舗運営部長
2019 年９月 当社取締役生鮮食品部長（現任）

選任理由
上野潔氏は、営業部門において豊富な経験を有し、特に生鮮食品部門に精通しており、当社の取締役として
相応しい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。

９
　 よしの ゆきお
芳 野 幸 夫

（1967年２月８日生）
400株

1990 年４月 株式会社ヤオコー入社
1997 年６月 当社入社
2008 年６月 当社店舗運営部第３エリアマネジャー
2013 年９月 当社店舗運営部副部長
2016 年３月 当社第１店舗運営部長
2019 年５月 当社取締役第１店舗運営部長
2019 年９月 当社取締役グロサリー部長（現任）

選任理由
芳野幸夫氏は、営業部門において豊富な経験を有し、特にグロサリー部門に精通しており、当社の取締役と
して相応しい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

所 有 す る
当社の株式数

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

10
　 たきた ゆうすけ
瀧 田 勇 介

（1974年４月26日生）
4,600株

1997 年４月 ヤマト・インダストリー株式会社入社
1999 年10月 当社入社
2005 年６月 当社総務人事部人事労政担当マネジャー
2013 年９月 当社人事部副部長
2015 年10月 当社人事部副部長兼総務部副部長
2018 年６月 当社総務部長兼人事部長
2019 年２月 株式会社ＴＳロジテック代表取締役社長（現任）
2019 年５月 当社取締役総務部長兼人事部長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＴＳロジテック代表取締役社長
株式会社令和取締役

選任理由
瀧田勇介氏は、管理部門において豊富な経験を有し、総務部、人事部を中心に間接部門全般に精通してお
り、当社の取締役に相応しい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。

11
　 たかはし まさみ
髙 橋 正 己

（1945年１月24日生）
15,000株

1968 年４月 株式会社埼玉銀行（現株式会社りそな銀行）入行
1996 年６月 同行取締役国際部長
1998 年６月 トーヨーカネツ株式会社取締役
1999 年５月 同社専務取締役
2002 年４月 同社代表取締役副社長
2002 年10月 トーヨーカネツソリューションズ株式会社

代表取締役社長
2003 年10月 株式会社片山組取締役会長
2004 年１月 株式会社ロイヤルメディカルクラブ

代表取締役社長（現任）
2005 年５月 当社取締役（現任）
2015 年 6 月 鈴茂器工株式会社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ロイヤルメディカルクラブ代表取締役社長
株式会社中山メディカルクラブ代表取締役社長
鈴茂器工株式会社社外取締役

選任理由
髙橋正己氏は、金融業界における豊富な経験と企業経営者としての高い見識に基づき、当社の経営に中立
的・客観的な視点から有効な発言を適宜行っており、取締役候補者といたしました。

2020年04月15日 13時46分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

29

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

所 有 す る
当社の株式数

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

12
　 ふじた しょうぞう
藤 田 昇 三

（1948年8月1日生）
（社 外 取 締 役）

0株

1976 年４月 東京地方検察庁検事任官
2003 年９月 佐賀地方検察庁検事正
2008 年７月 最高検察庁裁判員公判部長
2010 年６月 広島高等検察庁検事長
2010 年12月 名古屋高等検察庁検事長
2011 年８月 定年退官
2011 年９月 弁護士登録
2012 年６月 株式会社整理回収機構代表取締役社長
2015 年10月 奥野総合法律事務所入所
2017 年５月 当社取締役（現任）
2019 年２月 藤田昇三法律事務所開設
（重要な兼職の状況)
アセットマネジメントOne株式会社社外取締役・監査等委員
文化シヤッター株式会社社外取締役・監査等委員
三機工業株式会社社外監査役

選任理由
藤田昇三氏は、高検検事長、整理回収機構代表取締役等の経験があり、その豊富な経験と高い見識に基づ
き、当社の経営に中立的・客観的な視点から有効な発言を適宜行っており、取締役候補者といたしました。

13
　 のはら のぶひろ
野 原 信 広

（1968年12月12日生）
（社 外 取 締 役）

1,200株

1991 年４月 松下電器産業株式会社（現パナソニック株式会
社）入社

1994 年12月 株式会社タチバナ産業入社
2004 年６月 同社常務取締役
2007 年３月 株式会社タチバナ・インダストリーズ設立

代表取締役（現任）
2015 年 4 月 株式会社タンデム・デザイン設立

代表取締役（現任）
2016 年 5 月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況)
株式会社タチバナ・インダストリーズ代表取締役
株式会社タンデム・デザイン代表取締役

選任理由
野原信広氏は、企業経営者としての豊富な知識と高い見識に基づき、当社の経営に中立的・客観的な視点か
ら有効な発言を適宜行っており、取締役候補者といたしました。
(注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2. 藤田昇三氏および野原信広氏は、社外取締役候補者であります。
（1）責任限定契約
　 当社は藤田昇三氏および野原信広氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約の責任に基づく限度額は会社法第425条第１項の最低責任限度額として
おります。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で上記責任限定契約を継続する予定で
あります。
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（2）独立役員
　 当社は藤田昇三氏及び野原信広氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出
ております。

3. 藤田昇三氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって３年となります。
4. 野原信広氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
5. 各候補者の「所有する当社の株式数」については、2020年２月29日現在の状況であります。

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される木村幸治氏に対し、その在

任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈
呈いたしたく存じます。
なお、退職慰労金の具体的金額、贈呈の時期、および方法等の決定は、取締役会にご一
任願いたいと存じます。
退任取締役の当社における略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴 等

きむら こうじ
木 村 幸 治

2007 年 3 月 当社入社
2009 年 5 月 当社常務取締役
2011 年 5 月 当社専務取締役
2014 年 5 月 当社取締役副社長

現在に至る

以上
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昭和の森
ゴルフコース

市民会館西昭島駅北口

シャトルバス
停留所

昭島駅
JR青梅線

昭島駅前局

コンビニエンス
ストア

至青梅 至立川踏切

昭和の森
テニスセンター

総会会場
フォレスト・イン昭和館
２F　シルバンホール

N

北 口

南口

株主総会会場ご案内図

会場：東京都昭島市拝島町4017－３(昭和の森）
　 フォレスト・イン昭和館 ２階 シルバンホール
電話：042－542－1234（代表）

　

交通機関：ＪＲ青梅線昭島駅北口より徒歩７分
　 昭島駅北口よりシャトルバス運行(当日増便予定）
駐車場は台数に限りがございますので、公共交通機関をご利用ください。

　
―お知らせ―

株主総会ご出席者へのお土産は、株主の皆様への利益還元を平等に
　 行うことを重視し、取り止めとさせていただきました。

何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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